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１．前回の主なご意見

２．現況

３．在宅・慢性期領域における

特定行為研修の推進について



１．前回 (第 2９回看護師特定行為・研修部会 令和４年８月２２日）の論点と主なご意見

１ 特定行為研修制度の創設時以降、医療従事者の働き方改革に伴うタスクシェア/シフトに加え、今般の新型コロナウイルス感染

症にかかる対応や医療を取り巻く現状の変化を踏まえ、新たな特定行為研修修了者の役割についてどのように考えるか。

２ 今後、多くの特定行為研修修了者の育成・配置が求められることから、長期経験者や熟達者に限らず、卒後一定年数後の看護師

に遍く研修の機会を複数年に渡って提供していく等の組織的な取組を推進することについてどのように考えるか。

３ 一方で、組織の規模等から研修を受講することが困難な医療機関や訪問看護ステーションにおける受講促進や研修のあり方につ

いてどう考えるか。

４ 現状と課題を踏まえ、特定行為研修制度の目標値や今後の研修制度のあり方についてどのように考えるか。

1-1 チーム医療の推進が本制度の基本であり、色々なニーズがある中で急性期から慢性期、在宅、コロナ対応まで含めて、バラン

スよく人材を育成することが重要である。

1-2 特定行為研修修了者が行為を実践でき、医療機関が十分に特定行為研修修了者を活用できるよう、国は強力なバックアップを

行うべきである。

2-1 クリニカルラダーなどの卒後教育において、特定行為研修の各科目をいつ受講すべきか体系づける必要があるのではないか。

2-2 多くの看護師が、様々な医療機関の現任教育のプログラムとして共通科目を受講でき、勤務する医療機関が変わってもその受

講履歴が認められる仕組みが構築されると、より多くの特定行為研修修了者が養成されるのではないか。

3-1 今後は、地域における特定行為研修修了者の配置を考えながら養成・活用を進めていく必要がある。

3-2 在宅・慢性期領域パッケージ等の区分と現場のニーズに乖離があるのではないか。ニーズに応じた研修内容の見直しが必要。

4-1 特定行為研修制度による医療への影響を検証するなど、制度の評価をすべきであり、学会活動も必要である。

4-2 医学の進歩や社会的状況の変化等による診療内容の変化に応じ、区分・行為を見直す時期に来ているのではないか。

■主なご意見

■論点
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2．現状（指定研修機関数・研修修了者の推移）

○ 特定行為研修を行う指定研修機関は、年々増加しており令和4年8月現在で338機関、年間あたり受け入れ可能な人数（定員数）は

4,811人である。

○ 特定行為研修の修了者数は、年々増加しており令和4年9月現在で6.324名である。

■指定研修機関数の推移 ■研修修了者数の推移
（人）

（看護課調べ）

（指定研修機関数）

324 423 679 961 661 1525年間修了者数

（令和2年はCOVID19影響で7月末時点）

研修機関

18 30 44 78 81 47年間研修機関増加数

直近１年は1,900人増加
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２．現状（領域パッケージの指定研修機関数推移及び修了者数推移）

○ 領域パッケージにおいて令和4年9月で、指定研修機関は171機関、修了者数は667人となった。

領域パッケージを開講している指定研修機関は171機関

5
令和4年9月 看護課調べ

計84人

計313人

計667人



２．現状（指定研修機関の特定行為区分別開講状況）

○ 特定行為区分別にみると、「栄養及び水分管理に係る薬剤投与関連」の研修を開講している指定研修機関がもっとも多い。
次いで、 「動脈血液ガス分析関連」 「呼吸器（人工呼吸療法に係るもの）関連」が多い。

各特定行為区分別の研修実施指定研修機関数（n=338）

（2022年8月現在：医政局看護課調べ） 6



２．現状（特定行為研修を行う指定研修機関等の状況 )

大学 大学院 大学病院 病院
(診療所を含む)

医療関係
団体等

専門学校 総計

32 17 52 216 20 1
338
機関

9.47% 5.03% 15.39% 63.90% 5.91% 0.30% 100%

都道府県別指定研修機関数(令和4年8月現在) 施設の種類別指定研修機関数(令和4年8月現在)
（指定研修機関数）
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２．現状（特定行為研修を修了した看護師数：特定行為区分別）

〇 区分別修了者では栄養および水分管理に係る薬剤投与関連が一番多く、次いで呼吸器に関する区分、創傷管理関連、動脈血

液ガス分析関連が多い。

特定行為研修修了者数： 6,324名（令和４年９月現在）

（看護課調べ）

各区分別修了者数の合計値：３４，１６５名（領域別パッケージ研修修了者含む）
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３．在宅・慢性期領域における特定行為研修の推進について
（就業場所別の特定行為研修修了者数）

【就業場所別】n＝3,790名

就業場所 病院 診療所
訪問看護
ステーション

介護福祉施設 教育機関 その他 未就労 不明※1

就業者総数 2821 46 179 27 47 26 15 629

割合 74.4% 1.2% 4.7% 0.7% 1.2% 0.7% 0.4% 16.6%

（指定研修機関からの協力により指定研修機関からの依頼に応じた修了者のうち協力頂けた人数）

【都道府県別】n＝3,146名※2
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※１ 「都道府県」「就業場所」いずれかに回答がない方
※２ 総数3,790名から未就労及び※1を除いた数 令和3年度「看護師の特定行為に係る研修機関拡充支援事業」にて調査

（令和４年１月）

（複数回研修を修了した修了者は延べ人数として集計）
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３．在宅・慢性期領域における特定行為研修の推進について
（訪問看護ステーションの管理者の職員に対し将来の受講希望の有無と受講させたい区分）
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訪問看護ステーションの管理者※のうち、将来、事業所職員に特定行為研修を受講させたいと回答したのは52.0％

（1,022件）であった。また、受講させたい区分は、「創傷管理関連」が最も多く、次いで「皮膚損傷に係る薬剤投与

関連」、「ろう孔管理関連」「栄養・水分管理に係る薬剤投与関連」であった。
※全国訪問看護事業協会会員の訪問看護ステーションの管理者Ｎ＝1965

特定行為研修 将来の受講希望 n=1965

【出典】令和2年度訪問看護ステーションにおける特定行為研修制度促進に係る課題等調査事業

特定行為研修 将来受講させたい区分別 ステーション数・割合（Ｎ＝１０２２）



３．在宅・慢性期領域における特定行為研修の推進について
（訪問看護ステーション管理者が職員に特定行為研修を受講させたい・させたいと思わない理由）
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 受講させたい理由（上位３つまで）（N=1022)

 受講させたいと思わない理由（上位３つまで）(N=879)

令和2年度 訪問看護ステーションにおける特定行為研修制度促進に係る課題等調査事業

※回答者は、訪問看護ステーション（全国訪問看護事業協会会員訪問看護ステーション）の管理者Ｎ＝1965

〇 特定行為研修を受講させたい理由は「看護職員のスキルアップやキャリア支援」が94.2％で最も多く、次いで「利用者の
QOL向上」70％であった。

〇 受講させたいと思わない理由は「職員数に余裕がない」「受講希望者・該当者がいない」に加えて「制度が良く分からな
い」「指定研修機関が近くにない」「主治医の理解や協力を得ることが難しい」という周知に関した理由があった。

①訪問看護事業所の

人員規模等の課題

③周知に係る課題

④指定研修機関等の分布に係る課題

②受講ニーズに係る課題



３．在宅・慢性期領域における特定行為研修の推進について
（訪問看護ステーション管理者が感じる職員が受講するにあたっての課題）
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○ 受講に関するステーションの課題として最も多かったのは、「職員不足」であった。次いで「勤務調整」「他の職員への業務負
担」であった。

○ 看護職員に想定される課題としては「通常業務と研修との両立が困難」が最も多く、次いで「子育て等家庭生活との両立が困難」
「受講費の負担」「教育機関・実習機関が遠方で通学が困難」であった。

※回答者は、訪問看護ステーション（全国訪問看護事業協会会員訪問看護ステーション）の管理者Ｎ＝1965
令和2年度 訪問看護ステーションにおける特定行為研修制度促進に係る課題等調査事業

 受講に関するステーションの課題（上位３つまで）（N=1965）

 看護職員に想定される課題（上位３つまで）（N=1965）

①訪問看護事業所の人員規模等の課題

③周知に係る課題

④指定研修機関等の分布に係る課題

②受講ニーズに係る課題



３．在宅・慢性期領域における特定行為研修の推進について
（推進の為に必要な施策等）
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〇 在宅領域において特定行為研修修了者によるケアを推進するために必要な施策については、「特定行為研修修了者に係る報酬上の
評価」が最も多く、次いで「受講中の人員補助等に対する支援策」「指定・実習機関が近隣に設置されること」であった。

※回答者は、訪問看護ステーション（全国訪問看護事業協会会員訪問看護ステーション）の管理者Ｎ＝1965

令和2年度 訪問看護ステーションにおける特定行為研修制度促進に係る課題等調査事業

 推進のための必要な施策等（上位３つまで）

「①訪問看護の人員規模等の

課題」に対応する施策

「③周知に係る課題」

に対応する施策

「④指定研修機関等の

分布に係る課題」に対

応する施策



３．在宅・慢性期領域における特定行為研修の推進について
（近隣（二次医療圏）における修了者の状況把握と連携について）
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○ 近隣（二次医療圏）における特定行為研修修了者の有無については、「分からない」との回答が最も多い。
○ 連携の状況について「活用や連携をしたことはない」が最も多く、次いで「利用者に関する相談」「同行訪問」「研修会等の講師
を依頼」であった。

※回答者は、訪問看護ステーション（全国訪問看護事業協会会員訪問看護ステーション）の管理者Ｎ＝1965

令和2年度 訪問看護ステーションにおける特定行為研修制度促進に係る課題等調査事業



３．在宅・慢性期領域における特定行為研修の推進について
（人員規模別の訪問看護事業所数）

■ 看護職員規模別の訪問看護ステーション数の推移 ■ 看護職員規模別の訪問看護ステーション数（割合）の推移

【出典】：各年７月１日の届出状況より保険局医療課にて作成

○ 看護職員規模（常勤換算）別の訪問看護ステーション数は、５人未満が約57％、５人以上が約43％であり、
看護職員数の多いステーションが増加傾向にある。

５
人
以
上
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中医協 総－1－2

３ ． ８ ． ２ ５



３．在宅・慢性期領域における特定行為研修の推進について
（訪問看護事業所の人員規模別の経営状況）
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○ 訪問看護ステーションの収支差率は、事業所ごとに大きな差異がある。
○ 訪問回数が多い事業所ほど、延べ訪問回数階級別の収支差率が良くなる傾向にある。また、訪問
回数が多い事業所ほど、看護職員数（常勤換算）も多くなっている。

 収支差率分布

※比率は収入に対する割合である
※各項目の数値は、決算額を12で除した値を掲載している
※各項目の数値は、それぞれ表章単位未満で四捨五入しているため、内訳の合計が総数に一致しない場合等がある

出典：平成29年介護事業経営実態
調査（特別集計）



３．在宅・慢性期領域における特定行為研修の推進について
（特定行為研修制度 訪問看護ステーション管理者向けポータルサイト）
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令和４年４月開設

全対象者向け

訪問看護ステーション
管理者向け



３．在宅・慢性期領域における特定行為研修の推進について
（訪問看護ステーション・介護施設向けリーフレット）
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○ 訪問看護ステーション・介護施設で活躍する修了者の紹介 ○ 受講方法の紹介 等



３．在宅・慢性期領域における特定行為研修の推進について
（医師の臨床研修に係る指導医講習会の開催指針について）
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〇 「医師の臨床研修に係る指導医講習会の開催指針について（R4.3.31一部改正）」の開催指針の中で、第２の４指導医講習

会におけるテーマに、必要に応じ掲げる項目として「看護師の特定行為研修制度に係る制度」が含まれている。

４ 指導医講習会におけるテーマ

指導医講習会におけるテーマは、次の１～４に掲げる項目を必ず含むこととし、必要に応じ、５～７に掲げる項目を加えること。
１ 医師臨床研修制度の理念と概要（プライマリ・ケアの基本的診療能力を身につけることの重要性を含む）
２ 医師臨床研修の到達目標と修了基準
３ 研修プログラムの立案（研修目標、研修方略及び研修評価の実施計画の作成）
・ 「研修方略」とは、研修医が研修目標を達成するために、どのような方法で、

誰の指導によって研修を行うか等の具体的な計画及び準備をいうものであること。
・ 「研修評価の実施計画」とは、どのような場面で、誰が、どのような評価方法で研修医を評価するか等の

具体的な評価計画をいうものであること。
・ 研修プログラムの立案にあたってのテーマとしては、例えば、以下の内容が考えられること。

医療の社会性 患者と医師との関係 医療面接 医療安全管理 院内感染対策 救急医療（頻度の高い救急疾患の初期治療等）
地域医療（患者が居住する地域の特性に即した医療や病診連携等） 地域保健（保健所等の役割や健康増進への理解等）
多職種協働(チーム医療)

医師の働き方改革（医師の時間外労働時間の上限規制、追加的健康確保措置の内容、医療機関内のタスク・シフト／シェア等）
４ 指導医の在り方
・ 指導医が身につけるべき指導方法及び内容としては、例えば、以下の内容が考えられること。

フィードバック技法 コーチング メンタリング メンタルケア プロフェッショナリズム
根拠に基づいた医療（Evidence-based Medicine：EBM） キャリアパス支援 出産育児等の支援体制
医師の働き方改革を意識した研修の効率化

５ 指導医及び研修プログラムの評価

６ 看護師の特定行為研修制度に係る事項
７ その他臨床研修に必要な事項

平成16年３月18日（一部改正令和４年３月31日）医政発第0318008号厚生労働省医政局長通知「医師の臨床研修に係る指導医講習会の開催指針について」別紙「医師

の臨床研修に係る指導医講習会の開催指針」より抜粋



３．在宅・慢性期領域における特定行為研修の推進について
（医師の臨床研修に係る指導医講習会のプログラム事例）
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第14回国際医療福祉大学・高邦会グループ指導医ワークショップのプログラムには、【「看護師の特定行為研修制度」他、医

師臨床に関連する事項】として講義40分が組み込まれている。

指導医講習会の2日目に組み込まれている

「看護師の特定行為研修制度」他、医師臨床に関連する事項
講義40分

（第14回国際医療福祉大学・高邦会グループ指導医ワークショップ進行表より抜粋）



３．在宅・慢性期領域における特定行為研修の推進について
（指定研修機関における訪問看護事業所の受講者の受入状況）
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訪問看護事業所・診療所等からの受入が多い指定研修機関の受入状況

A指定研修機関

〇 開講より現在までの受講者の総累計数 32名

内訳：訪問看護事業所：10名（31％） クリニック・診療所：1名（3％） 病院：21名（66％）

B指定研修機関

〇 開講より現在までの受講者の総累計数 60名

内訳：訪問看護事業所：８名（13.3％） クリニック・診療所：1名（1.7％） 病院：48名（80％）

高齢者施設：2名（3.3％） その他：1名（1.7％）

C指定研修機関

〇 開講より現在までの受講者の総累計数 422名

内訳：訪問看護事業所：36名（8.5％） クリニック・診療所：3名（0.7％） 病院：365名（86.5％）

高齢者施設：16名（3.8％） その他：2名（0.5％）

D指定研修機関

〇 開講より現在までの受講者の総累計数 16名

内訳：訪問看護事業所：13名（81％） クリニック・診療所：3名（19％） 病院：0名（0％）



３．在宅・慢性期領域における特定行為研修の推進について：考え方（案）
（「事業所における新規養成」「医療機関からのアウトリーチ」の二本柱）

○ 在宅・慢性期領域における特定行為研修の推進については、医療機関や訪問看護ステーション等の組織を超えて、地域に必要な医療

機能を確保する観点を踏まえた、特定行為研修修了者の養成と活用の仕組みが必要。

○ その上で、｢訪問看護事業所等における新規養成｣と｢医療機関からのアウトリーチ｣を軸に、在宅・慢性期領域における特定行為研修

修了者の養成と活用を推進する。

受講生 受講生

慢性期病院・訪問看護ステーション

指定研修機関

特定行為研修修了者による効果的・効率的な地域の医療の質の向上

地 域

訪問看護の利用者

病院

病院等看護師と訪問看護師の同行

事業所における新規養成を促進・支援する施策

⇒課題に応じた支援策

医療機関からのアウトリーチを推進する施策

⇒医療機関の修了者養成と活用の促進

組織的かつ継続的な養成と活動を推進する取組への支援

事業所における

新規養成

医療機関からの

アウトリーチ

22

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=2ahUKEwib1fbejI3aAhVDXrwKHQFBA1AQjRx6BAgAEAU&url=http://www.irasutoya.com/2016/01/blog-post_270.html&psig=AOvVaw3ESAdoRkVhqiRArt1PK08q&ust=1522260433465998
https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=2ahUKEwjBrfXSh47aAhWEW7wKHUlFAuMQjRx6BAgAEAU&url=https://www.kouiki-chiba.jp/site/seido/199.html&psig=AOvVaw2zwNhVfwb2wsG5HTFjnO8m&ust=1522293579083342
http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=2ahUKEwi7wdTBkI3aAhXITLwKHb33DaoQjRx6BAgAEAU&url=http://www.jmacct.med.or.jp/information/downloads/doc_see.html&psig=AOvVaw3aBXZApI1qDuMopgFIX0S9&ust=1522261419649578


３．在宅・慢性期領域における特定行為研修の推進について：課題①
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〇 職員が特定行為研修を受講する際の訪問看護ステーションの課題として、「研修受講期間中の職員の欠員」又
は「研修受講時間の確保のための勤務調整」、これらに伴う「他の職員への業務負荷の増大」が指摘されてい
る。

〇 訪問看護事業所の８割以上が７人未満の看護職員数であり、特定行為研修の受講中に訪問件数の減少による収
入源に繋がる等、事業所の運営に直接的に影響する可能性がある。また、訪問看護事業所の経営状況では、職
員の人材育成に充当できる費用には限りがある。

■課題①：訪問看護事業所の人員規模等による課題

〇 訪問看護事業所の人員規模等による、研修受講に伴う職員の欠員や就業時間内での受講時間の確保、研修費用
の負担等の課題への対応策についてどのように考えるか。

■論点

〇 これまでも都道府県において、医療介護総合確保基金等を活用した受講費用の補助等の支援を行ってきたが、
令和６年度からの第８次医療計画においても特定行為研修を修了した看護師の確保等について位置付けるとと
もに、一層の支援策を推進してはどうか。⇒資料２で具体的に議論

■方向性（案）



３．在宅・慢性期領域における特定行為研修の推進について：課題②

24

〇 訪問看護ステーション管理者が職員に特定行為研修を受講させたいと思わない理由に、「受講希望者・該当者
がいない」38％、「事業所に必要性を感じていない」23.4％であり、また受講に関する課題について「法人が
必要と思わない」8.9％であることから、研修内容に係る受講ニーズの課題がある可能性があり、推進の課題と
なっている。

〇 前回の部会において、「在宅・慢性期領域パッケージ等の区分と現場のニーズに乖離があるのではないか、
ニーズに応じた研修内容の見直しが必要」、「医学の進歩や社会的状況の変化等による診療内容の変化に応じ、
区分・行為を見直す時期に来ている」等、研修内容の見直しの必要性についてご意見があった。

■課題②：研修内容に係る受講ニーズの課題

〇 特定行為研修の内容に係る受講ニーズの課題と対応策について、どのように考えるか。

■論点

〇 特定行為研修の内容等、妥当性についての調査を実施し、検討していくこととしてはどうか（在宅・慢性期領
域に限らず全ての特定行為研修内容を調査対象とする。）。

■方向性（案）



３．在宅・慢性期領域における特定行為研修の推進について：課題③
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〇 訪問看護事業所の管理者が在宅領域において特定行為研修修了者によるケアを推進するために必要な施策の中
に、「制度の周知」、「主治医の理解促進」があり、また、特定行為研修受講及び修了者の活用における課題
の一つに「医師の理解や協力」があることから、医師への周知不足が在宅・慢性期領域における特定行為研修
の推進の課題の一つとなっている。

■課題③：在宅・慢性期領域における周知に係る課題

〇 在宅・慢性期領域の医療機関等の医師に対する特定行為研修制度の周知をどのように考えるか。

■論点

〇 特定行為研修制度を推進・活用したことによる医師向けの好事例集を作成し、医師への周知に活用してはどう
か。

■方向性（案）



３．在宅・慢性期領域における特定行為研修の推進について：課題④
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〇 訪問看護事業所の管理者が在宅領域において特定行為研修修了者によるケアを推進するために必要と考える施
策は、「特定行為研修修了者に係る報酬上の評価」、「受講中の人員補助等に対する支援策」に加えて、「指
定・実習機関が近隣に設置されること」であった。

参考）訪問看護事業所の看護職員が特定行為研修を受講する際の実習施設については、指定研修機関があらかじめ確保している場合と、
自ら実習施設を探すことが受講要件となっている場合がある。

■課題④：指定研修機関等の分布に係る課題

〇 訪問看護事業所に就業する看護師が特定行為研修を受講しやすい地域における指定研修機関の提供体制につい
て、どのように考えるか。

■論点

〇 地域における在宅・慢性期領域に就業する看護師が特定行為研修を受講しやすい指定研修機関の提供体制につ
いては、地域の実情に応じて検討する必要があるのではないか。その際、例えば、都道府県において特に在
宅・慢性期領域に就業する看護師が受講しやすい指定研修機関を定めるなどの取組も考えられるのではないか。

〇 在宅・慢性期領域に就業する看護師が特定行為研修の受講を検討する際には、実習施設となる協力施設が近隣
にあるかどうかが重要となることから、指定研修機関はホームページにおいて協力施設を公表することとして
はどうか（通知改正）。

■方向性 (案）


